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一　

趣
旨

　

地
方
自
治
法
第
二
四
一
条
に
お
い
て
、「
普
通
地
方
公
共
団
体
は
、
条
例
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
特
定
の
目
的
の
た
め
に
財
産
を

維
持
し
、資
金
を
積
み
立
て
、又
は
定
額
の
資
金
を
運
用
す
る
た
め
の
基
金
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
」と
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
積
立
金（
基

金
）
の
現
在
高
が
二
〇
〇
〇
年
代
後
半
か
ら
増
嵩
し
て
い
る
。「
平
成
の
大
合
併
」
が
一
段
落
し
た
二
〇
〇
九
年
度
に
は
都
道
府
県

七
兆
一
五
〇
二
億
円
、
市
区
町
村
等
一
〇
兆
七
一
九
億
円
、
合
計
一
七
兆
二
二
二
一
億
円
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
五
年
度
に
は
都
道
府
県

七
兆
八
七
一
四
億
円（
一
〇
・
一
％
増
）、市
区
町
村
等
一
五
兆
四
六
三
九
億
円（
五
三
・
五
％
増
）、合
計
二
三
兆
三
三
五
三
億
円（
三
五
・
五
％

増
）
に
増
大
し
た
（
総
務
省
「
地
方
財
政
状
況
調
査
」）。
と
り
わ
け
市
町
村
に
お
い
て
、
積
立
金
の
な
か
で
も
財
政
的
に
余
裕
が
あ
る
と

　
　

市
町
村
の
積
立
金
現
在
高
累
増
は
年
度
間
調
整
だ
け
の
た
め
か
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き
に
積
み
立
て
ら
れ
る
財
政
調
整
基
金
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
積
立
金
の
積
み
増
し
に
関
す
る
議
論
が
持
ち
上
が
っ
た
。

　

二
〇
一
七
年
五
月
一
一
日
に
開
催
さ
れ
た
政
府
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
で
は
、
積
立
金
の
現
在
高
や
増
加
幅
が
顕
著
な
自
治
体
が
取
り

上
げ
ら
れ
、「
そ
の
背
景
・
要
因
に
つ
い
て
、
実
態
を
把
握
・
分
析
す
る
と
と
も
に
、
各
自
治
体
に
お
い
て
説
明
責
任
を
果
た
す
よ
う
促

す
べ
き
」
と
指
摘
し
た
う
え
で
、「
国
・
地
方
を
通
じ
た
財
政
資
金
の
効
率
的
配
分
に
向
け
て
地
方
財
政
計
画
へ
の
反
映
等
の
改
善
方
策

を
検
討
す
べ
き
」
と
の
提
言
が
な
さ
れ
た
。
そ
の
二
週
間
後
の
五
月
二
五
日
に
発
表
さ
れ
た
財
政
制
度
等
審
議
会
「『
経
済
・
財
政
再
生

計
画
』
の
着
実
な
実
施
に
向
け
た
建
議
」
で
も
、「
各
団
体
の
基
金
の
内
容
・
残
高
の
増
加
要
因
等
を
分
析
・
検
証
し
、
こ
う
し
た
地
方

団
体
の
決
算
状
況
を
地
方
財
政
計
画
へ
適
切
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
国
・
地
方
を
通
じ
た
財
政
資
金
の
効
率
的
配
分
に
つ
な
げ
て

い
く
必
要
が
あ
る
」
と
さ
れ
た
。

　

こ
れ
に
対
し
全
国
知
事
会
は
、
同
年
七
月
二
八
日
の
「
地
方
税
財
源
の
確
保
・
充
実
等
に
関
す
る
提
言
」
に
お
い
て
、「
基
金
の
積
立

て
等
に
よ
り
年
度
間
調
整
を
せ
ざ
る
を
得
な
い
の
で
あ
り
、
地
方
の
基
金
残
高
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
を
も
っ
て
地
方
財
政
に
余
裕
が
あ

る
か
の
よ
う
な
議
論
は
妥
当
で
は
な
く
、
断
じ
て
容
認
で
き
な
い
」
と
す
ぐ
さ
ま
反
論
し
た
。
そ
の
背
景
と
し
て
、
地
方
は
国
以
上
に
行

財
政
改
革
と
歳
出
抑
制
に
取
り
組
ん
で
き
た
こ
と
に
加
え
、
金
融
・
財
政
政
策
や
税
制
に
関
す
る
権
限
が
限
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
災
害

や
景
気
変
動
な
ど
の
不
測
の
事
態
に
伴
う
財
源
不
足
に
対
応
す
る
に
は
歳
出
削
減
か
基
金
取
崩
し
し
か
な
い
か
ら
だ
と
し
て
い
る
。

　

こ
う
い
っ
た
地
方
の
主
張
は
、も
ち
ろ
ん
尊
重
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、積
立
金
現
在
高
の
累
増
に
つ
い
て
は
「
年

度
間
調
整
」
と
い
う
能
動
的
理
由
だ
け
で
は
十
分
に
納
得
で
き
な
い
よ
う
な
気
も
す
る
。
近
年
、
企
業
の
現
金
・
預
金
が
増
大
し
、
金
融

機
関
の
準
備
預
金
現
在
高
が
増
加
し
て
い
る
が
、
そ
の
よ
う
な
状
況
に
も
ど
こ
か
似
て
、
地
方
自
治
体
に
お
い
て
も
積
立
金
を
い
わ
ば
非

能
動
的
に
積
み
増
し
し
て
い
る
面
も
あ
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
上
掲
の
建
議
で
指
摘
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、
あ
ら
た
め
て
「
基
金
の

内
容
・
残
高
の
増
加
要
因
等
を
分
析
・
検
証
」
し
て
み
る
必
要
が
あ
る
。
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そ
こ
で
本
稿
は
、
市
町
村
に
お
け
る
積
立
金
現
在
高
の
変
化
を
分
析
す
る
こ
と
で
、
よ
り
実
効
あ
る
議
論
と
対
策
を
導
く
た
め
の
基
礎

資
料
を
得
る
こ
と
を
意
図
す
る
。
以
下
、
第
二
節
で
研
究
方
法
や
関
連
研
究
を
紹
介
す
る
。
第
三
節
で
市
町
村
に
お
け
る
積
立
金
現
在
高

の
動
向
を
概
観
す
る
。
第
四
節
で
は
基
礎
的
財
政
収
支
（
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
）
の
点
か
ら
積
立
金
現
在
高
の
変
化
要
因
を
検
討
す

る
と
と
も
に
、
積
立
金
現
在
高
を
め
ぐ
る
都
道
府
県
・
市
町
村
間
の
関
係
な
ら
び
に
市
町
村
相
互
の
関
係
に
つ
い
て
考
察
す
る
。

二　

研
究
の
方
法
と
特
徴

（1）　

研
究
対
象

　

本
研
究
の
対
象
年
次
は
、「
平
成
の
大
合
併
」
が
一
段
落
し
た
二
〇
〇
九
年
度
と
現
時
点
で
最
新
の
数
値
が
得
ら
れ
る
二
〇
一
五
年
度

で
あ
る
。
以
下
で
扱
う
一
七
一
八
市
町
村
に
は
特
別
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
東
京
特
別
区
を
含
ま
な
い
。「
被
災
地
」
と
は
、
二
〇
一
一

年
三
月
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
で
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
岩
手
・
宮
城
・
福
島
三
県
の
一
二
七
市
町
村
の
こ
と
で
あ
る
。「
合
併
群
」

と
は
「
平
成
の
大
合
併
」
を
経
験
し
た
五
九
〇
市
町
村
を
い
う
（
単
独
市
制
施
行
の
場
合
は
「
非
合
併
群
」
に
分
類
し
た
）。
二
〇
〇
九

年
度
の
数
値
に
つ
い
て
は
、
年
度
間
で
比
較
す
る
た
め
に
二
〇
一
五
年
度
時
点
の
市
町
村
に
組
み
替
え
て
い
る
。

（2）　

デ
ー
タ

　

積
立
金
関
係
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
「
地
方
財
政
状
況
調
査
」、
同
「
地
方
財
政
統
計
年
報
」
に
よ
る
。
歳
入
、
歳
出
、
繰
越
金
、
地

方
債
、公
債
費
の
う
ち
元
利
償
還
金
、お
よ
び
人
口
に
つ
い
て
は
、同
「
市
町
村
決
算
状
況
調
」
に
よ
る
。
総
務
省
「
市
町
村
決
算
状
況
調
」

で
は
、
市
町
村
の
積
立
金
に
関
す
る
統
計
に
一
部
事
務
組
合
や
広
域
連
合
を
含
ま
な
い
が
、
総
務
省
「
地
方
財
政
状
況
調
査
」、
同
「
地

方
財
政
統
計
年
報
」
で
は
、
市
町
村
の
積
立
金
に
関
す
る
統
計
に
一
部
事
務
組
合
や
広
域
連
合
が
含
ま
れ
る
た
め
、
こ
れ
ら
を
除
外
し
て
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集
計
し
た（

１
）。

金
額
は
名
目
値
で
あ
る
。

（3）　

用
語

　

積
立
金
は
、
年
度
間
の
財
政
不
均
衡
を
調
整
す
る
た
め
の
財
政
調
整
基
金
、
将
来
の
地
方
債
償
還
に
備
え
る
た
め
の
減
債
基
金
、
そ
の

他
の
特
定
目
的
基
金
か
ら
構
成
さ
れ
る
。
各
年
度
末
積
立
金
現
在
高
は
、
以
下
に
よ
っ
て
求
め
ら
れ
る
。
こ
れ
は
、
財
政
調
整
基
金
、
減

債
基
金
、
そ
の
他
の
特
定
目
的
基
金
と
い
う
内
訳
に
つ
い
て
も
同
様
で
あ
る
。

　

当
該
年
度
末
積
立
金
現
在
高
＝
前
年
度
末
積
立
金
現
在
高
＋
歳
出
決
算
額 

- 

取
崩
し
額
＋
歳
計
剰
余
金
＋
調
整
額

　

歳
出
決
算
額
と
は
、
基
金
造
成
の
た
め
に
毎
年
度
の
予
算
に
計
上
さ
れ
、
実
際
に
支
出
さ
れ
た
額
で
あ
る
。
歳
計
剰
余
金
と
は
、
歳
入

の
収
納
済
額
か
ら
歳
出
の
支
出
済
額
を
控
除
し
た
額
の
こ
と
で
あ
る
。
調
整
額
は
、
前
年
度
現
在
高
の
事
後
修
正
や
、
基
金
の
設
置
目
的

変
更
に
よ
る
現
在
高
の
修
正
な
ど
が
生
じ
た
場
合
に
計
上
さ
れ
る
。

　

基
礎
的
財
政
収
支
は
、
以
下
の
定
義
に
よ
る
（
総
務
省
「
財
務
書
類
の
記
載
要
領
（
改
訂
版
）」、
二
〇
一
〇
年
三
月
、
財
務
省
「
地
方

公
共
団
体
向
け
財
政
融
資
財
務
状
況
把
握
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
」、
二
〇
一
四
年
六
月
改
訂
）。
基
礎
的
財
政
収
支
は
、
名
目
経
済
成
長
率
と
財

政
赤
字
の
国
内
総
生
産
比
の
関
係
を
み
た
「
ド
ー
マ
ー
の
条
件
」
に
関
連
し
て
、
財
政
の
持
続
性
に
関
す
る
指
標
と
し
て
使
わ
れ
る
。
し

か
し
、
本
稿
で
は
単
純
に
財
源
の
使
途
に
着
目
し
て
、
こ
の
指
標
を
使
用
す
る
。
基
礎
的
財
政
収
支
を
み
る
と
き
に
は
、
三
種
類
の
積
立

金
の
う
ち
財
政
調
整
基
金
と
減
債
基
金
を
対
象
と
し
、
特
定
目
的
基
金
は
含
ま
れ
な
い
。
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基
礎
的
財
政
収
支
＝
（
歳
入 

- 

繰
越
金 

- 

地
方
債 

- 

財
政
調
整
基
金
・
減
債
基
金
の
取
崩
し
額
）

　
　
　
　
　
　
　
　

 

-  

（
歳
出 

- 

地
方
債
元
利
償
還
金 

- 

財
政
調
整
基
金
・
減
債
基
金
の
積
立
額
）

　

こ
の
式
は
、
以
下
の
よ
う
に
書
き
換
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
次
式
の
右
辺
第
一
項
は
い
わ
ゆ
る
実
質
収
支
で
あ
る
が
、
本
稿
で
は
第
二

項
を
「
地
方
債
収
支
」、
第
三
項
を
「
積
立
金
収
支
」
と
呼
ぶ
こ
と
に
す
る
。

　

基
礎
的
財
政
収
支
＝
（
歳
入 
- 

繰
越
金 

- 

歳
出
） 

- （
地
方
債 

- 

地
方
債
元
利
償
還
金
）

　
　
　
　
　
　
　
　

 

-  

（
財
政
調
整
基
金
・
減
債
基
金
の
取
崩
し
額 

- 

財
政
調
整
基
金
・
減
債
基
金
の
積
立
額
）

（4）　

本
稿
の
特
徴

　

二
〇
一
七
年
五
月
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
と
財
政
制
度
等
審
議
会
に
よ
る
問
題
提
起
か
ら
し
ば
ら
く
し
て
、
石
川
（
二
〇
一
七
ａ
）、

石
川
（
二
〇
一
七
ｂ
）、
鈴
木
（
二
〇
一
七
）
が
相
次
い
で
発
表
さ
れ
た
。

　

石
川
（
二
〇
一
七
ａ
）
は
、
二
〇
〇
〇
年
代
後
半
以
降
、
都
道
府
県
・
市
町
村
に
お
い
て
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
財
政
調
整
基
金
現

在
高
の
比
率
が
拡
大
し
て
い
る
理
由
と
し
て
、
歳
出
削
減
な
ど
の
財
政
健
全
化
へ
の
取
り
組
み
の
結
果
で
あ
る
と
同
時
に
、
家
計
に
お
け

る
「
予
備
的
動
機
に
基
づ
く
貯
蓄
」
と
同
様
、
地
方
自
治
体
に
お
け
る
「
将
来
不
安
」
の
あ
ら
わ
れ
で
は
な
い
か
と
い
う
仮
説
を
提
示
し

て
い
る
。
ま
た
、
石
川
（
二
〇
一
七
ｂ
）
で
は
、
地
方
債
償
還
の
た
め
の
減
債
基
金
現
在
高
は
、
一
九
九
〇
年
代
初
頭
の
ピ
ー
ク
時
の
半

分
以
下
の
水
準
で
あ
る
た
め
、
今
後
は
減
債
基
金
不
足
問
題
が
顕
在
化
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

　

市
区
町
村
に
お
け
る
積
立
金
現
在
高
の
推
移
を
検
討
し
た
鈴
木
（
二
〇
一
七
）
は
、
積
み
増
し
の
背
景
と
し
て
、
短
期
的
に
は
東
日
本
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大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
事
業
が
影
響
し
て
い
る
が
、
も
っ
と
長
期
に
は
普
通
建
設
事
業
費
の
抑
制
が
考
え
ら
れ
る
こ
と
、
小
規
模
市

町
村
で
は
積
立
金
現
在
高
の
増
加
率
は
高
い
半
面
、
市
区
町
村
全
体
へ
の
寄
与
度
で
は
大
規
模
自
治
体
の
ほ
う
が
は
る
か
に
大
き
い
こ
と

な
ど
を
指
摘
し
て
い
る
。

　

経
済
財
政
諮
問
会
議
と
財
政
制
度
等
審
議
会
に
よ
る
問
題
提
起
と
は
関
係
な
い
が
、
宮
下
・
鷲
見
（
二
〇
一
七
ａ
）
は
、「
平
成
の
大

合
併
」
を
経
験
し
た
市
町
村
（
被
災
地
三
県
の
市
町
村
を
除
く
）
を
対
象
に
、
二
〇
〇
六
〜
二
〇
一
三
年
度
の
パ
ネ
ル
デ
ー
タ
を
用
い
て
、

財
政
調
整
基
金
の
変
化
要
因
を
分
析
し
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
合
併
市
町
村
は
、
い
わ
ゆ
る
合
併
算
定
替
に
よ
っ
て
増
大
し
た
普
通
交
付

税
を
財
政
調
整
基
金
の
積
み
立
て
に
使
っ
て
い
る
こ
と
、
都
市
に
比
べ
て
町
村
は
財
政
基
盤
が
脆
弱
で
あ
り
、
い
わ
ゆ
る
一
本
算
定
へ
の

引
き
戻
し
に
よ
る
影
響
が
大
き
い
と
予
想
さ
れ
る
た
め
、
財
政
調
整
基
金
の
積
み
増
し
に
積
極
的
で
あ
る
こ
と
な
ど
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。

さ
ら
に
宮
下
・
鷲
見
（
二
〇
一
七
ｂ
）
は
、
非
合
併
市
町
村
を
対
象
に
同
様
の
分
析
を
試
み
た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
高
齢
者

人
口
比
率
が
高
い
自
治
体
で
財
政
調
整
基
金
の
規
模
が
大
き
く
、
積
立
金
を
確
保
す
る
た
め
に
公
債
費
負
担
の
削
減
に
よ
っ
て
財
源
を
生

み
出
し
た
こ
と
な
ど
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
、
こ
れ
ら
の
関
連
研
究
を
補
完
す
る
た
め
、
公
共
選
択
論
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
か
ら
積
立
金
現
在
高
の
変
化
要
因
を
探
る
こ
と

に
し
た
い
。
第
一
に
、
基
礎
的
財
政
収
支
の
構
成
要
素
の
変
化
を
調
べ
る
こ
と
に
よ
り
、
積
立
金
現
在
高
に
か
か
わ
る
市
町
村
の
行
動
を

検
討
す
る
。
第
二
に
、
近
隣
の
地
方
自
治
体
の
積
立
金
現
在
高
の
動
き
に
か
か
わ
る
参
照
行
動
の
有
無
を
点
検
す
る
。
非
合
併
市
町
村
を

対
象
に
し
た
宮
下
・
鷲
見
（
二
〇
一
七
ｂ
）
に
よ
れ
ば
、
財
政
調
整
基
金
の
積
立
に
際
し
て
同
一
都
道
府
県
内
の
市
町
村
を
参
照
し
た
よ

う
に
は
み
え
な
い
と
さ
れ
る
。
本
稿
で
は
、
市
町
村
の
行
動
は
都
道
府
県
の
行
動
に
も
影
響
さ
れ
る
の
で
は
な
い
か
と
の
問
題
意
識
の
も

と
で
、
単
純
な
方
法
を
用
い
て
参
照
行
動
の
可
能
性
を
検
討
し
て
み
る
こ
と
に
す
る
。
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三　

積
立
金
現
在
高
の
推
移

　

最
初
に
、
二
〇
〇
九
〜
二
〇
一
五
年
度
に
お
け
る
市
町
村
の
積
立
金
現
在
高
の
変
化
を
概
観
し
て
お
こ
う
（
表
1
）。
市
町
村
の
積
立

金
現
在
高
は
、
二
〇
〇
九
年
度
七
・
八
兆
円
、
二
〇
一
〇
年
度
八
・
七
兆
円
、
二
〇
一
一
年
度
九
・
七
兆
円
、
二
〇
一
二
年
度
一
一
・
四
兆
円
、

二
〇
一
三
年
度
一
二
・
三
兆
円
、
二
〇
一
四
年
度
一
二
・
六
兆
円
、
そ
し
て
二
〇
一
五
年
度
一
二
・
九
兆
円
と
経
年
で
増
加
し
て
い
る
。

　

二
〇
〇
九
〜
二
〇
一
五
年
度
に
お
け
る
積
立
金
現
在
高
の
増
加
率
は
、
都
道
府
県
全
体
で
は
一
〇
・
一
％
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
市
町

村
全
体
で
は
六
六
・
二
％
に
達
し
た
。
こ
の
間
の
増
加
幅
五
・
一
兆
円
の
構
成
を
み
る
と
、
基
金
の
種
別
で
は
財
政
調
整
基
金
の
増
加
幅
二
・

二
兆
円
（
七
九
・
四
％
増
）
と
特
定
目
的
基
金
の
増
加
幅
二
・
四
兆
円
（
五
八
・
三
％
増
）
が
拮
抗
し
て
い
る
。
こ
れ
を
財
源
か
ら
み
る
と
、

歳
出
決
算
額
の
増
加
幅
は
〇
・
七
兆
円
、
歳
計
剰
余
金
の
増
加
幅
は
七
一
七
億
円
に
す
ぎ
な
い
が
、
そ
れ
で
も
取
崩
し
額
の
増
加
幅
の
〇
・

五
兆
円
を
上
回
っ
た
た
め
、
積
立
金
現
在
高
は
増
加
し
た
。
こ
れ
ら
の
結
果
、
積
立
金
現
在
高
全
体
に
占
め
る
特
定
目
的
基
金
の
割
合
は

五
三
・
〇
％
か
ら
五
〇
・
七
％
に
や
や
低
下
し
た
。
減
債
基
金
に
つ
い
て
は
一
〇
・
九
％
か
ら
一
〇
・
三
％
へ
横
ば
い
気
味
で
あ
っ
た
が
、
財

政
調
整
基
金
に
つ
い
て
は
三
六
・
一
％
か
ら
三
九
・
〇
％
に
拡
大
し
た
。

　

二
〇
〇
九
〜
二
〇
一
五
年
度
に
お
け
る
積
立
金
現
在
高
の
増
加
率
は
、
非
被
災
地
で
は
四
八
・
五
％
で
あ
っ
た
が
、
被
災
地
で
は

四
五
五
九
億
円
か
ら
二
・
一
兆
円
へ
四
・
五
倍
も
増
加
し
た
。
積
立
金
現
在
高
全
体
に
対
す
る
被
災
地
の
割
合
は
、
五
・
九
％
か
ら

一
五
・
九
％
に
拡
大
し
た
。
そ
の
な
か
で
も
被
災
地
の
特
定
目
的
基
金
現
在
高
は
六
倍
以
上
増
え
て
一
・
五
兆
円
と
な
っ
た
。
二
〇
〇
九
年

度
に
お
け
る
被
災
地
の
積
立
金
現
在
高
の
内
訳
は
非
被
災
地
と
あ
ま
り
変
わ
ら
な
か
っ
た
が
、
二
〇
一
五
年
度
に
な
る
と
、
財
政
調
整
基

金
に
つ
い
て
は
三
八
・
九
％
か
ら
二
〇
・
九
％
へ
、
減
債
基
金
に
つ
い
て
は
九
・
〇
％
か
ら
四
・
八
％
へ
低
下
す
る
一
方
、
特
定
目
的
基
金
に

つ
い
て
は
五
二
・
一
％
か
ら
七
四
・
三
％
に
上
昇
し
た
。
非
被
災
地
の
場
合
、
積
立
金
現
在
高
に
占
め
る
財
政
調
整
基
金
の
割
合
は

三
五
・
九
％
か
ら
四
二
・
四
％
へ
上
昇
し
た
が
、
減
債
基
金
に
つ
い
て
は
一
一
・
〇
％
か
ら
一
一
・
四
％
へ
横
ば
い
で
推
移
し
、
特
定
目
的
基
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金
に
つ
い
て
は
五
三
・
一
％

か
ら
四
六
・
二
％
へ
低
下
し

た
。

　

市
町
村
合
併
の
有
無
別
に

み
る
と
、
二
〇
〇
九
〜

二
〇
一
五
年
度
に
お
け
る
積

立
金
現
在
高
の
増
加
率
は
、

合
併
群
七
一
・
三
％
、
非
合

併
群
六
〇
・
六
％
で
あ
り
、

一
一
ポ
イ
ン
ト
近
い
較
差
が

あ
る
。
こ
の
う
ち
財
政
調
整

基
金
現
在
高
に
つ
い
て
は
、

合
併
群
・
非
合
併
群
と
も
に

ほ
ぼ
八
〇
％
増
加
し
た
。
減

債
基
金
現
在
高
の
変
化
率
に

つ
い
て
は
、
非
合
併
群
で

一
八
・
〇
％
増
で
あ
っ
た
の

に
対
し
、
合
併
群
で
は

前年度現在高 歳出決算額 取崩し額 歳計剰余金 当年度現在高

２
０
１
５
年
度

全　国
財政調整
減債
特定目的
合　　計

4,771
1,267
6,514

12,552

464
154

1,018
1,637

377
90

986
1,452

181
6
1

187

5,038
1,337
6,549

12,924

被災地
財政調整
減債
特定目的
合　　計

403
90

1,716
2,209

48
14

364
426

60
7

558
624

37
0
0

37

428
99

1,524
2,050

その他
財政調整
減債
特定目的
合　　計

4,368
1,176
4,798

10,343

416
140
655

1,211

317
83

428
828

144
6
1

150

4,610
1,238
5,025

10,874

合　併
財政調整
減債
特定目的
合　　計

2,461
793

3,500
6,754

204
86

512
802

167
43

497
708

98
4
0

101

2,597
839

3,515
6,951

非合併
財政調整
減債
特定目的
合　　計

2,310
474

3,015
5,798

260
68

507
835

210
46

488
745

83
2
1

86

2,441
497

3,034
5,973

２
０
０
９
〜
２
０
１
５
年
度
変
化
率

全　国
財政調整
減債
特定目的
合　　計

75.3
47.5
59.2
63.6

27.9
42.9

125.8
77.5

-2.9
-29.3
138.9

56.5

63.6
32.3
11.2
62.0

79.4
58.3
58.8
66.2

被災地
財政調整
減債
特定目的
合　　計

138.7
130.1
616.9
393.8

99.7
159.9

1,505.9
715.6

157.2
58.8

2,203.7
1,106.6

383.2
-20.2

1,362.0
366.9

141.2
140.0
541.8
349.7

その他
財政調整
減債
特定目的
合　　計

71.1
43.5
24.5
43.1

22.8
36.6
52.9
39.2

-13.2
-32.2
10.2
-5.5

39.8
36.5

6.5
39.4

75.2
54.1
29.3
48.5

合　併
財政調整
減債
特定目的
合　　計

77.6
85.3
64.8
71.6

6.7
54.8

107.8
62.6

-11.3
-30.6
169.7

62.6

66.0
133.4
-54.0
66.8

79.1
98.6
60.9
71.3

非合併
財政調整
減債
特定目的
合　　計

72.9
10.0
53.1
55.2

51.5
30.1

147.3
94.7

5.0
-28.0
114.0
51.2

60.8
-20.6
84.7
56.7

79.7
18.0
56.5
60.6

（注）　1．総務省「地方財政状況調査」から作成。
　　　2．東京特別区、一部事務組合・広域連合等を含まない（以下同じ）。

表１　積立金現在高の構成と変化（2009～ 2015年度）
（十億円、％）
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九
八
・
六
％
増
、
ほ
ぼ
二
倍
に
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
も
と
も
と
の
規
模
は
大
き
く
な
い
た
め
、
積
立
金
現
在
高
に
対
す
る
減
債
基
金

の
割
合
は
、
合
併
群
で
は
一
〇
・
四
％
か
ら
一
二
・
一
％
へ
の
上
昇
に
と
ど
ま
り
、
非
合
併
群
で
は
逆
に
一
一
・
三
％
か
ら
八
・
三
％
に
低
下

し
た
。
積
立
金
現
在
高
に
占
め
る
財
政
調
整
基
金
の
割
合
は
、
む
し
ろ
非
合
併
群
に
お
い
て
高
く
な
っ
て
い
る
。
合
併
群
で
も
三
五
・
七
％

か
ら
三
七
・
四
％
へ
上
昇
し
た
が
、
非
合
併
群
で
は
三
六
・
五
％
か
ら
四
〇
・
九
％
に
拡
大
し
た
。
こ
の
間
に
お
け
る
増
加
幅
を
分
母
に
し

て
寄
与
度
を
み
る
と
、非
合
併
群
で
は
二
・
三
兆
円
の
増
加
幅
は
、財
政
調
整
基
金
四
八
％
と
特
定
目
的
基
金
四
九
％
に
二
分
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
、
合
併
群
に
お
け
る
二
・
九
兆
円
の
増
加
幅
は
、
特
定
目
的
基
金
四
六
％
、
財
政
調
整
基
金
四
〇
％
に
次
い
で
、
減
債
基
金

一
四
％
も
比
較
的
大
き
い
。

　

積
立
金
現
在
高
全
体
に
占
め
る
特
定
目
的
基
金
現
在
高
の
割
合
を
再
掲
す
れ
ば
、
二
〇
〇
九
年
度
に
は
市
町
村
全
体
で
五
三
・
〇
％
、

被
災
地
五
二
・
一
％
、
非
被
災
地
五
三
・
一
％
、
合
併
群
五
三
・
八
％
、
非
合
併
群
五
二
・
一
％
で
あ
り
、
ほ
ぼ
横
並
び
で
あ
っ
た
。

二
〇
一
五
年
度
の
場
合
、
全
体
で
五
〇
・
七
％
、
う
ち
合
併
群
五
〇
・
六
％
、
非
合
併
群
五
〇
・
八
％
で
あ
り
、
合
併
の
有
無
別
の
差
は
な
い
。

と
こ
ろ
が
被
災
地
に
つ
い
て
は
七
四
・
三
％
、
非
被
災
地
に
つ
い
て
は
四
六
・
二
％
で
あ
り
、
大
き
な
差
が
生
ま
れ
て
い
る
。

　

な
お
、
二
〇
一
五
年
度
の
場
合
、
被
災
地
の
市
町
村
で
は
特
定
目
的
基
金
の
取
崩
し
額
の
規
模
が
大
き
く
、
積
立
金
現
在
高
の
合
計
は

前
年
度
の
二
〇
一
四
年
度
よ
り
約
〇
・
二
兆
円
少
な
く
な
っ
て
い
る
。

四　

基
礎
的
財
政
収
支
か
ら
み
た
要
因
分
析

　

基
礎
的
財
政
収
支
を
実
質
収
支
、
地
方
債
収
支
お
よ
び
積
立
金
収
支
に
分
解
し
て
、
こ
れ
ら
の
構
成
の
変
化
や
積
立
金
現
在
高
な
ら
び

に
地
方
債
現
在
高
へ
の
影
響
を
検
討
す
る
。
基
金
取
崩
し
額
と
積
立
額
は
財
政
調
整
基
金
と
減
債
基
金
の
合
計
で
あ
り
、
特
定
目
的
基
金

を
含
ま
な
い
。
市
町
村
の
規
模
を
考
慮
し
、
以
下
は
人
口
一
人
あ
た
り
で
み
た
数
値
で
あ
る
。
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（1）　

基
礎
的
財
政
収
支
の
構
成

　

二
〇
一
五
年
度
の
場
合
、
市
町
村
全
体
で
は
、
歳
入
・
歳
出
差
額
と
繰
越

金
を
考
慮
し
た
実
質
収
支
二
五
〇
〇
円
、
地
方
債
・
元
利
償
還
金
差
額
を
み

た
地
方
債
収
支
マ
イ
ナ
ス
四
三
〇
〇
円
、
取
崩
し
額
・
積
立
金
差
額
を
み
た

積
立
金
収
支
マ
イ
ナ
ス
二
八
〇
〇
円
で
あ
り
、
基
礎
的
財
政
収
支
は
九
六
〇
〇

円
で
あ
っ
た
（
表
２
）。
二
〇
〇
九
年
度
に
比
較
す
る
と
、
実
質
収
支
は
マ
イ

ナ
ス
一
〇
〇
〇
円
か
ら
改
善
さ
れ
、
積
立
金
収
支
は
マ
イ
ナ
ス
六
〇
〇
円
か

ら
マ
イ
ナ
ス
二
八
〇
〇
円
に
積
立
額
超
過
幅
が
拡
大
し
た
も
の
の
、
地
方
債

収
支
の
マ
イ
ナ
ス
幅
、
つ
ま
り
元
利
償
還
金
超
過
額
は
一
万
一
七
〇
〇
円
か

ら
七
〇
〇
〇
円
以
上
減
少
し
た
。
市
町
村
全
体
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
九
年

度
か
ら
七
ヵ
年
連
続
し
て
地
方
債
収
支
と
積
立
金
収
支
が
マ
イ
ナ
ス
で
あ
り
、

元
利
償
還
金
と
積
立
金
が
超
過
し
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
二
〇
一
五
年
度
の

基
礎
的
財
政
収
支
を
分
母
と
し
て
構
成
要
素
の
寄
与
度
を
計
算
す
る
と
、
実

質
収
支
二
六
％
、
地
方
債
収
支
マ
イ
ナ
ス
四
五
％
、
積
立
金
収
支
マ
イ
ナ
ス

二
九
％
に
分
散
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
、
被
災
地
三
県
の
市
町
村
に
お
い

て
は
、
地
方
債
収
支
の
寄
与
度
は
ゼ
ロ
％
で
あ
り
、
実
質
収
支
の
五
六
％
と

積
立
金
収
支
の
マ
イ
ナ
ス
四
四
％
に
二
分
さ
れ
て
い
る
。
被
災
地
に
お
い
て

（注）　総務省「地方財政状況調査」、同「市町村決算状況調」から作成。

2015年度 2009～ 2015年度変化率
全　国 被災地 その他 合　併 非合併 全　国 被災地 その他 合　併 非合併

歳入
　繰越金
　地方債
　積立金取崩し額

457
14
42

4

789
58
50
12

441
12
42

4

479
16
48

4

440
12
37

4

9.2
14.7

9.4
-9.6

85.3
318.2

21.9
149.4

5.4
-2.4
8.8

-18.3

10.2
20.4
11.8

-15.3

8.3
9.0
7.2

-4.3
歳出
　元利償還金
　積立額

441
46

7

724
50
18

427
46

6

460
51

7

425
43

6

8.1
-7.5
37.0

75.4
-10.4
172.7

4.8
-7.3
28.1

9.1
-5.5
28.6

7.3
-9.3
46.5

基礎的財政収支 10 13 9 9 10 -14.7 -16.6 -14.5 -23.0 -7.9
地方債現在高
積立金現在高
　財調・減債
　特定目的基金

463
109

54
55

515
368

95
274

461
96
52
44

490
129

64
65

440
92
45
47

1.0
65.8
74.1
58.4

4.6
362.5
147.9
560.1

0.8
47.9
69.6
28.8

4.4
73.0
85.3
62.5

-2.0
58.5
62.9
54.4

表２　市町村の基礎的財政収支（人口１人あたり）
（千円、％）
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は
繰
越
金
の
規
模
が
五
万
七
九
〇
〇
円
（
全
体
平
均
一
万
四
〇
〇
〇
円
）
と
大
き
い
が
、
歳
入
・
歳
出
差
額
の
プ
ラ
ス
幅
が
大
き
い
お
か

げ
で
、
実
質
収
支
は
七
四
〇
〇
円
で
あ
り
、
市
町
村
平
均
の
三
倍
近
く
に
な
っ
て
い
る
。

　

地
方
債
収
支
の
マ
イ
ナ
ス
幅
が
比
較
的
大
き
く
、
元
利
償
還
金
超
過
で
推
移
し
た
た
め
、
市
町
村
全
体
の
人
口
一
人
あ
た
り
地
方
債
現

在
高
は
、二
〇
〇
九
年
度
の
四
五
万
八
六
〇
〇
円
（
被
災
地
は
四
九
万
二
三
〇
〇
円
）
か
ら
二
〇
一
五
年
度
に
は
四
六
万
三
一
〇
〇
円
（
同

五
一
万
四
九
〇
〇
円
）
へ
一
・
〇
％
（
同
四
・
六
％
）
の
増
加
に
と
ど
ま
っ
た
。
一
方
、
積
立
金
収
支
の
マ
イ
ナ
ス
幅
も
比
較
的
大
き
く
、

積
立
金
超
過
で
推
移
し
た
た
め
、
財
政
調
整
基
金
と
減
債
基
金
に
関
す
る
人
口
一
人
あ
た
り
積
立
金
現
在
高
は
、
二
〇
〇
九
年
度
の

三
万
八
〇
〇
円
（
同
三
万
八
二
〇
〇
円
）
か
ら
二
〇
一
五
年
度
に
は
五
万
三
六
〇
〇
円
（
同
九
万
四
六
〇
〇
円
）
へ
七
四
・
一
％
（
同

一
四
七
・
九
％
）
増
加
し
た
。

　

二
〇
一
五
年
度
に
つ
い
て
合
併
群
と
非
合
併
群
に
分
け
て
み
る
と
、
実
質
収
支
に
つ
い
て
は
二
六
〇
〇
円
と
二
三
〇
〇
円
で
あ
り
、
あ

ま
り
差
は
な
い
。
し
か
し
、
地
方
債
収
支
に
つ
い
て
は
マ
イ
ナ
ス
二
七
〇
〇
円
と
マ
イ
ナ
ス
五
七
〇
〇
円
、
積
立
金
収
支
に
つ
い
て
は
マ

イ
ナ
ス
三
四
〇
〇
円
と
マ
イ
ナ
ス
二
四
〇
〇
円
と
差
が
大
き
く
、
基
礎
的
財
政
収
支
に
つ
い
て
は
合
併
群
の
八
七
〇
〇
円
に
対
し
て
、
非

合
併
群
で
は
一
万
五
〇
〇
円
に
な
っ
て
い
る
。
基
礎
的
財
政
収
支
を
分
母
と
し
た
構
成
要
素
の
寄
与
度
は
、
非
合
併
群
で
は
実
質
収
支

二
二
％
、
地
方
債
収
支
マ
イ
ナ
ス
五
五
％
、
積
立
金
収
支
マ
イ
ナ
ス
二
三
％
で
あ
り
、
元
利
償
還
金
の
増
加
が
半
分
以
上
の
ウ
エ
イ
ト
を

占
め
て
い
る
。
他
方
、
合
併
群
に
お
い
て
は
実
質
収
支
三
〇
％
、
地
方
債
収
支
マ
イ
ナ
ス
三
一
％
、
積
立
金
収
支
マ
イ
ナ
ス
三
九
％
に
三

分
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
な
か
で
は
積
立
金
増
加
に
よ
る
寄
与
度
が
相
対
的
に
大
き
い
。

（2）　

被
災
地
・
非
被
災
地
、
合
併
群
・
非
合
併
群
の
比
較

　

こ
の
よ
う
な
被
災
地
と
非
被
災
地
、
合
併
群
と
非
合
併
群
の
違
い
を
比
較
す
る
た
め
、
表
３
は
、
実
質
収
支
、
地
方
債
収
支
お
よ
び
積
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立
金
収
支
の
変
化
、
さ
ら
に
地
方
債
現
在
高
と
積
立
金
現
在
高
の
変
化
を
整

理
し
た
も
の
で
あ
る
（
該
当
市
町
村
の
算
術
平
均
で
あ
り
、
表
２
の
加
重
平

均
の
数
値
と
は
必
ず
し
も
一
致
し
な
い
）。

　

こ
れ
に
よ
る
と
、
第
一
に
、
二
〇
〇
九
〜
二
〇
一
五
年
度
に
実
質
収
支
は

全
般
に
改
善
さ
れ
て
お
り
、特
に
被
災
地
で
プ
ラ
ス
幅
が
大
き
い
。
第
二
に
、

お
そ
ら
く
は
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
事
業
の
影
響
に
よ
り
、
地

方
債
収
支
は
、
市
町
村
全
体
で
は
元
利
償
還
金
超
過
か
ら
地
方
債
発
行
超
過

へ
転
換
し
て
い
る
（
表
２
の
加
重
平
均
で
は
元
利
償
還
金
超
過
で
あ
る
）。

そ
の
な
か
で
合
併
群
に
お
い
て
は
、
お
そ
ら
く
は
合
併
特
例
債
の
償
還
開
始

が
関
係
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、
両
年
度
と
も
元
利
償
還
金
超
過
で
あ

る
。
第
三
に
、
両
年
度
を
通
じ
て
積
立
金
超
過
で
あ
る
が
、
積
立
金
収
支
の

変
化
幅
は
小
さ
い
。
む
し
ろ
合
併
群
に
お
い
て
は
、
積
立
金
超
過
の
度
合
い

が
二
〇
一
五
年
度
に
少
し
強
ま
っ
て
い
る
。
第
四
に
、
被
災
地
で
は
地
方
債

現
在
高
と
積
立
金
現
在
高
の
両
方
が
大
幅
に
増
加
し
て
い
る
。
第
五
に
、
非

合
併
群
は
合
併
群
に
比
較
し
て
地
方
債
現
在
高
と
積
立
金
現
在
高
の
変
化
幅

が
大
き
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
る
（
表
２
の
加
重
平
均
で
は
合
併
群
の
増
加
率

が
上
回
っ
て
い
る
）。

（注）　1．総務省「地方財政状況調査」、同「市町村決算状況調」から作成。
　　　2．  該当市町村の算術平均。記号は対象群の有意差検定結果。2つは 1％水準、1つは 5％水準

で有意。記号の方向は大小関係を示している。

表３　基礎的財政収支の構成要素の変化（人口１人あたり）
（千円）

全　体 被災地 その他 合　併 非合併

実質収支
2009年度
2015年度
変化幅

4.1
6.8
2.6

1.1
16.8
15.7

>>
>>

4.4
6.0
1.6

3.0
4.4
1.4

<
4.7
8.0
3.3

地方債収支
2009年度
2015年度
変化幅

-28.3
1.1

29.4

-25.8
13.1
38.9

>
-28.5

0.2
28.7

-21.6
-5.9
15.7

>
<<
<<

-31.8
4.8

36.6

積立金収支
2009年度
2015年度
変化幅

-10.2
-9.2
1.0

-10.0
-9.7
0.2

-10.2
-9.1
1.1

-5.7
-8.5
-2.8

>>

<

-12.6
-9.5
3.1

現在高変化幅
地方債
財調・減債基金
特定目的基金

20.3
88.8
86.6

64.0
126.7
557.2

>
>>
>>

16.8
85.8
49.0

14.1
74.0
58.6

<<
<

23.5
96.5

101.2



71 － 市町村の積立金現在高累増は年度間調整だけのためか（伊藤）

（3）　

地
方
債
現
在
高
と
積
立
金
現
在
高
の
変
化

　

表
４
は
、
地
方
債
収
支
の
変
化
と
地
方
債
現
在
高
の
変
化
な
ら
び

に
積
立
金
収
支
の
変
化
と
積
立
金
現
在
高
の
変
化
の
関
係
を
調
べ
る

た
め
、
そ
れ
ぞ
れ
の
相
関
係
数
を
み
た
も
の
で
あ
る
。
一
七
一
八
市

町
村
全
体
の
ほ
か
、
被
災
地
三
県
の
一
二
七
市
町
村
、
合
併
経
験
の

あ
る
五
九
〇
市
町
村
に
つ
い
て
も
比
較
し
て
み
た
。

　

二
〇
〇
九
年
度
か
ら
二
〇
一
五
年
度
に
か
け
て
地
方
債
収
支
の
変

化
幅
が
プ
ラ
ス
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
、
地
方
債
発
行
額
が
元
利
償

還
金
を
相
対
的
に
上
回
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
当
然
、
地
方
債
現

在
高
は
増
加
す
る
は
ず
だ
か
ら
、
地
方
債
現
在
高
の
変
化
幅
と
は
正

の
関
係
に
あ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
実
際
、
両
者
の
相
関
係
数
は
、

市
町
村
全
体
に
つ
い
て
〇
・
一
五
五
（
一
％
水
準
で
有
意
）、
被
災
地

に
つ
い
て
〇
・
八
三
四
（
同
）、
合
併
群
に
つ
い
て
〇
・
〇
九
八
（
五
％

水
準
で
有
意
）
で
あ
り
、
い
ず
れ
も
有
意
な
正
の
相
関
が
み
ら
れ
る
。

一
方
、
積
立
金
収
支
の
変
化
幅
が
プ
ラ
ス
で
あ
れ
ば
、
取
崩
し
額
が

積
立
額
を
相
対
的
に
上
回
る
た
め
、
積
立
金
現
在
高
の
変
化
幅
と
は

負
の
関
係
に
あ
る
と
予
想
さ
れ
る
。
実
際
、
両
者
の
相
関
係
数
は
合

併
群
を
除
い
て
有
意
で
は
な
い
も
の
の
、
符
号
は
す
べ
て
負
で
あ
る
。

（注）　1．総務省「地方財政状況調査」、同「市町村決算状況調」から作成。
　　　2．  上段は市町村全体（N=1718）、中段は被災地の市町村（N=127）、下段は合併市町村（N=590）。

**は 1％水準、*は 5％水準で有意。
　　　3．積立金現在高は、財政調整基金と減債基金の合計をみたものである

表４　地方債と積立金に関する指標間の相関係数（人口１人あたり）

地方債収支
変化幅

地方債現在高変化幅
 0.155　**
 0.834　**
 0.098　 *

地方債現在高
変化幅

積立金収支変化幅
-0.041
 0.101
 0.027

-0.217　**
 0.080
-0.065

積立金収支
変化幅

積立金現在高変化幅
 0.297　**
 0.118
 0.293　**

 0.005
 0.117
-0.037

-0.018
-0.133
-0.085　 *

積立金現在高
変化幅

特定目的基金現在高変化幅
 0.081　**
 0.074
 0.132　**

 0.029
 0.080
 0.035

 0.086　**
-0.034
-0.194　**

 0.268　**
 0.675　**
 0.370　**
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少
し
意
外
な
の
は
、
市
町
村
全
体
に
つ
い
て
、
地
方
債
収
支
の
変
化
幅
と
積
立
金
現
在
高
の
変
化
幅
の
あ
い
だ
に
有
意
な
正
の
相
関
が

み
ら
れ
る
と
同
時
に
、
積
立
金
収
支
の
変
化
幅
と
地
方
債
現
在
高
の
変
化
幅
の
あ
い
だ
に
有
意
な
負
の
相
関
が
み
ら
れ
る
こ
と
で
あ
る
。

こ
れ
は
、
元
利
償
還
金
に
比
べ
て
地
方
債
発
行
額
が
相
対
的
に
多
い
と
積
立
金
現
在
高
の
増
加
幅
が
大
き
く
、
積
立
金
の
取
崩
し
額
よ
り

積
立
額
が
相
対
的
に
多
い
と
地
方
債
現
在
高
の
増
加
幅
が
大
き
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
市
町
村
の
多
く
は
、
地

方
債
の
元
利
償
還
に
配
慮
し
つ
つ
基
金
造
成
を
進
め
て
き
た
と
解
釈
さ
れ
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か（

２
）。

こ
の
こ
と
は
、
以
下
の
点
に
も
示

唆
さ
れ
て
い
る
。

　

第
一
に
、
二
〇
〇
九
年
度
と
二
〇
一
五
年
度
を
通
じ
て
地
方
債
収
支
が
マ
イ
ナ
ス
、
つ
ま
り
元
利
償
還
金
が
相
対
的
に
多
い
市
町
村
は

八
五
一
団
体
（
四
九
・
五
％
）
あ
り
、
両
年
度
を
通
じ
て
積
立
金
収
支
が
マ
イ
ナ
ス
、
つ
ま
り
積
立
金
が
相
対
的
に
多
い
市
町
村
は

九
九
二
団
体
（
五
七
・
七
％
）
を
占
め
て
い
る
。
さ
ら
に
二
〇
一
五
年
度
の
場
合
、
地
方
債
収
支
と
積
立
金
収
支
の
両
方
が
マ
イ
ナ
ス
、

つ
ま
り
元
利
償
還
金
超
過
で
あ
る
と
同
時
に
積
立
金
超
過
で
あ
る
市
町
村
が
半
数
近
い
七
七
七
団
体
（
四
五
・
二
％
）
に
達
し
て
い
る
。

　

第
二
に
、
市
町
村
が
地
方
債
の
元
利
償
還
よ
り
む
し
ろ
基
金
積
立
に
重
き
を
置
い
て
き
た
で
あ
ろ
う
こ
と
は
、
端
的
に
は
そ
れ
ぞ
れ
の

現
在
高
の
推
移
に
み
て
と
る
こ
と
が
で
き
る
。
す
な
わ
ち
表
１
で
み
た
よ
う
に
、
市
町
村
全
体
の
積
立
金
現
在
高
は
二
〇
〇
九
年
度
の
七
・

八
兆
円
か
ら
二
〇
一
五
年
度
に
は
一
二
・
九
兆
円
へ
四
〇
％
近
く
増
加
し
た
。
そ
の
一
方
、
市
町
村
全
体
の
地
方
債
現
在
高
に
つ
い
て
は

二
〇
〇
九
年
度
五
四
・
四
兆
円
、
二
〇
一
〇
年
度
五
四
・
五
兆
円
、
二
〇
一
一
年
度
五
四
・
二
兆
円
、
二
〇
一
二
年
度
五
四
・
三
兆
円
、

二
〇
一
三
年
度
五
四
・
七
兆
円
、
二
〇
一
四
年
度
五
四
・
九
兆
円
、
二
〇
一
五
年
度
五
五
・
〇
兆
円
と
な
っ
て
お
り
、
七
ヵ
年
を
通
じ
て
ほ

ぼ
五
四
兆
円
台
で
推
移
し
て
い
る
。

　

と
こ
ろ
が
第
三
に
、
基
礎
的
財
政
収
支
で
い
う
積
立
金
は
財
政
調
整
基
金
と
減
債
基
金
か
ら
構
成
さ
れ
る
が
、
両
基
金
の
み
積
み
増
し

さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
表
3
に
示
さ
れ
る
よ
う
に
、
財
政
調
整
・
減
債
基
金
現
在
高
の
変
化
幅
と
特
定
目
的
基
金
現
在
高
の
変
化
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幅
の
あ
い
だ
に
は
比
較
的
高
い
有
意
な
正
の
相
関
が
み
ら
れ
る
。
前
述
の
と
お

り
、
財
政
調
整
・
減
債
基
金
現
在
高
と
特
定
目
的
基
金
現
在
高
の
構
成
比
は
被

災
地
を
別
に
す
れ
ば
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
市
町
村
は
、
財
政
調
整
・

減
債
基
金
と
特
定
目
的
基
金
に
お
お
む
ね
均
等
に
振
り
分
け
な
が
ら
積
立
金
を

積
み
増
し
し
て
き
た
と
考
え
ら
れ
る
。

（4）　

都
道
府
県
と
市
町
村
の
関
係

　

表
５
は
、
繰
越
金
・
歳
入
比
率
な
ど
の
指
標
に
つ
い
て（

３
）、

道
府
県
の
数
値
と

各
道
府
県
下
の
市
町
村
の
算
術
平
均
の
相
関
を
み
た
も
の
で
あ
る
（
東
京
都
と

都
下
の
市
町
村
を
除
く
）。

　

こ
れ
に
よ
る
と
、
二
〇
一
五
年
度
の
場
合
、
地
方
債
現
在
高
・
歳
入
倍
率
に

つ
い
て
相
関
係
数
が
〇
・
六
を
超
え
て
い
る
ほ
か
、
繰
越
金
・
歳
入
比
率
、
地

方
債
・
歳
入
比
率
、
元
利
償
還
金
・
歳
出
比
率
に
つ
い
て
も
相
関
係
数
が
〇
・

四
を
超
え
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
一
％
水
準
で
有
意
で
あ
る
。
有
意
な
相
関
が
み

ら
れ
る
指
標
は
、二
〇
〇
九
年
度
か
ら
二
〇
一
五
年
度
に
か
け
て
増
え
て
い
る
。

し
か
も
こ
れ
ら
の
指
標
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
全
体
な
ら
び
に
各
道
府
県
の
市

町
村
間
で
の
較
差
が
小
さ
い
。

　

二
〇
一
五
年
度
に
お
け
る
人
口
一
人
あ
た
り
歳
入
を
例
に
取
る
と
、
市
町
村

道府県と市町村の相関係数 市町村の変動係数 最大・最小倍率
2009年度 2015年度 2009年度 2015年度 2009年度 2015年度

繰越金・歳入比率
取崩し額・歳入比率
地方債・歳入比率
積立額・歳出比率
元利償還金・歳出比率
元利償還金・地方債倍率
地方債現在高・歳入倍率
積立金現在高・歳入倍率

0.126
0.192
0.061
0.096
0.620 **
0.480 **
0.362 *
0.206

0.487 **
0.285
0.410 **
0.151
0.463 **
0.123
0.613 **
0.332 *

0.70
1.75
0.44
1.01
0.32
0.74
0.27
0.85

0.70
1.68
0.45
1.04
0.35
0.65
0.31
0.89

2.6
4.7
3.2
3.2
2.7
7.5
3.2
4.2

2.6
3.4
3.3
3.7
3.0
4.9
4.6
4.7

（注）　1．総務省「地方財政状況調査」、同「都道府県決算状況調」、同「市町村決算状況調」から作成。
　　　2．  東京都と都下の市町村を含まない。第 1～ 2列は、道府県の数値と各道府県の市町村の算

術平均について相関係数をみたものである。第 3～ 4 列は、当該指標に関する 1679 市町
村全体の数値である。第 5～ 6列は、当該指標について道府県ごとに市町村の変動係数を
計算し、46 道府県間で最大値・最小値を比較したものである。

　　　3．**は 1％水準、*は 5％水準で有意。

表５　道府県の数値と市町村の算術平均の相関係数
（係数、倍）
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全
体
の
変
動
係
数
は
〇
・
八
四
、
各
道
府
県
に
属
す
る
市
町
村
間
の
変
動
係
数
を
四
六
道
府
県
で
比
較
し
た
最
大
・
最
小
倍
率
は
七
・
〇
倍

で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
た
と
え
ば
二
〇
一
五
年
度
に
お
け
る
地
方
債
現
在
高
・
歳
入
倍
率
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
全
体
の
変
動
係
数
は
〇
・

三
一
、
各
道
府
県
に
属
す
る
市
町
村
間
の
変
動
係
数
の
最
大
・
最
小
倍
率
は
四
・
六
倍
で
あ
り
、
人
口
一
人
あ
た
り
歳
入
の
場
合
に
比
較

し
て
き
わ
め
て
低
い
。

　

地
方
債
現
在
高
・
歳
入
倍
率
、
繰
越
金
・
歳
入
比
率
、
地
方
債
・
歳
入
比
率
、
元
利
償
還
金
・
歳
出
比
率
に
つ
い
て
は
、
同
一
道
府
県

下
の
市
町
村
間
の
バ
ラ
ツ
キ
が
小
さ
く
、
そ
れ
ら
の
算
術
平
均
は
道
府
県
の
数
値
に
相
関
し
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
市

町
村
は
、
最
寄
り
の
道
府
県
や
近
隣
の
市
町
村
の
水
準
を
参
考
に
し
な
が
ら
、
地
方
債
収
支
や
積
立
金
収
支
の
額
を
決
め
て
い
る
様
子
が

う
か
が
え
る
。

五　

お
わ
り
に

　

二
〇
〇
九
年
度
か
ら
二
〇
一
五
年
度
に
か
け
て
、
市
町
村
全
体
の
地
方
債
現
在
高
は
六
七
二
九
億
円
、
一
・
二
％
の
増
加
に
と
ど
ま
る

一
方
、
積
立
金
現
在
高
は
五
・
一
兆
円
あ
ま
り
、
六
六
・
二
％
も
増
加
し
た
。
こ
の
間
、
人
口
は
〇
・
三
％
増
、
地
方
税
収
入
は
一
・
四
％
増

に
す
ぎ
な
か
っ
た
も
の
の
、
大
型
の
経
済
対
策
が
相
次
い
で
打
ち
出
さ
れ
た
こ
と
も
あ
っ
て（

４
）、

歳
入
は
九
・
五
％
増
加
し
て
五
四
・
四
兆
円
、

歳
出
は
八
・
四
％
増
加
し
て
五
二
・
四
兆
円
の
規
模
と
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
財
政
規
模
の
肥
大
化
と
歳
入
・
歳
出
差
の
拡
大
の
な
か
に
す

で
に
積
立
金
積
み
増
し
の
モ
ー
メ
ン
ト
が
働
く
と
考
え
て
も
不
自
然
で
は
な
か
ろ
う
。

　

実
際
、
積
立
金
造
成
の
た
め
に
予
算
に
計
上
さ
れ
る
歳
出
決
算
額
は
、
二
〇
〇
九
年
度
の
〇
・
九
兆
円
か
ら
二
〇
一
五
年
度
に
は
一
・

六
兆
円
へ
七
七
・
五
％
増
加
し
た
（
特
定
目
的
基
金
を
含
む
）。
市
町
村
が
歳
出
決
算
額
を
経
年
で
増
や
し
て
い
る
の
は
、
あ
る
種
の
学
習

行
動
と
い
え
る
か
も
し
れ
な
い
。
こ
の
う
ち
財
政
調
整
基
金
に
毎
年
度
四
〇
〇
〇
〜
六
〇
〇
〇
億
円
、
減
債
基
金
に
毎
年
度
一
〇
〇
〇
〜
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二
〇
〇
〇
億
円
が
確
保
さ
れ
、
残
り
は
特
定
目
的
基
金
に
充
当
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
歳
出
決
算
額
合
計
に
対
す
る
財
政
調
整
基
金
・

減
債
基
金
の
割
合
は
五
一
・
一
％
か
ら
三
七
・
八
％
に
低
下
し
た
。

　

こ
の
間
、
歳
計
剰
余
金
も
増
加
し
て
い
る
。
二
〇
〇
九
年
度
に
は
一
一
五
六
億
円
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
二
年
度
に
二
〇
〇
〇
億
円
強

と
な
り
、
そ
の
後
少
し
減
少
し
て
二
〇
一
五
年
度
に
は
一
八
七
三
億
円
に
な
っ
て
い
る
（
特
定
目
的
基
金
を
含
む
が
、
全
体
の
一
％
に
満

た
な
い
）。
地
方
財
政
法
第
七
条
に
お
い
て
、「
地
方
公
共
団
体
は
、
各
会
計
年
度
に
お
い
て
歳
入
歳
出
の
決
算
上
剰
余
金
を
生
じ
た
場
合

に
お
い
て
は
、
当
該
剰
余
金
の
う
ち
二
分
の
一
を
下
ら
な
い
金
額
は
、
こ
れ
を
剰
余
金
を
生
じ
た
翌
翌
年
度
ま
で
に
、
積
み
立
て
、
又
は

償
還
期
限
を
繰
り
上
げ
て
行
な
う
地
方
債
の
償
還
の
財
源
に
充
て
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
み
て
き
た
よ
う
に

地
方
債
償
還
へ
の
貢
献
は
小
さ
い
。
財
政
調
整
基
金
に
限
定
し
て
い
え
ば
、
歳
出
決
算
額
は
二
〇
〇
九
〜
二
〇
一
五
年
度
に
二
七
・
九
％

増
加
し
た
が
、
繰
上
償
還
金
は
逆
に
一
八
・
七
％
減
少
し
て
い
る
（
総
務
省
「
市
町
村
財
政
状
況
調
」）。

　

こ
の
よ
う
に
し
て
市
町
村
は
、
積
立
金
の
ス
ト
ッ
ク
を
使
っ
て
地
方
債
の
元
利
償
還
を
進
め
て
は
い
る
の
だ
が
、
そ
の
規
模
は
地
方
債

現
在
高
が
せ
い
ぜ
い
横
ば
い
で
推
移
す
る
程
度
に
と
ど
め
、
財
政
調
整
基
金
・
減
債
基
金
だ
け
で
な
く
そ
の
他
の
特
定
目
的
基
金
の
積
み

増
し
を
し
て
き
た
よ
う
に
み
え
る
。
こ
れ
は
な
か
な
か
し
た
た
か
な
行
動
と
も
い
え
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
市
町
村
が
純
粋
に
将
来
の
財

政
見
通
し
を
憂
い
て
、
つ
ま
り
は
「
年
度
間
調
整
」
だ
け
の
た
め
に
積
立
金
を
累
増
さ
せ
て
き
た
と
は
い
え
な
い
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

も
ち
ろ
ん
予
期
せ
ぬ
自
然
災
害
や
経
済
変
動
へ
の
対
応
と
い
っ
た
事
情
は
考
え
ら
れ
る
に
し
て
も
、
財
政
規
模
と
歳
入
・
歳
出
差
が
高
止

ま
り
す
る
な
か
、
多
く
の
市
町
村
は
、
最
寄
り
の
道
府
県
や
近
隣
市
町
村
の
行
動
を
参
考
に
し
な
が
ら
、
幅
広
い
目
的
の
さ
ほ
ど
能
動
的

と
は
思
え
な
い
積
立
金
造
成
を
し
て
き
た
よ
う
に
も
見
受
け
ら
れ
る
。

　

こ
の
こ
と
は
市
町
村
だ
け
に
帰
せ
ら
れ
る
問
題
で
は
な
い
と
は
い
え
、
民
間
部
門
が
全
般
に
資
金
を
か
か
え
込
ん
で
い
る
な
か
で
政
府

部
門
の
行
動
と
し
て
望
ま
し
い
わ
け
で
も
な
い
。
貴
重
な
財
源
を
よ
り
有
効
に
活
用
す
る
た
め
に
も
、現
場
の
行
政
ニ
ー
ズ
に
迅
速
・
的
確
・
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柔
軟
に
対
応
す
べ
く
、
生
活
者
や
地
域
企
業
に
最
も
身
近
な
政
府
部
門
の
裁
量
権
を
大
幅
に
増
強
す
る
な
ど
、
国
・
地
方
を
通
じ
た
制
度

改
革
を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
ろ
う
。

【
注
】

（
１
） 　

二
〇
一
五
年
度
の
場
合
、
市
区
町
村
等
の
積
立
金
現
在
高
は
合
計
で
一
五
兆
四
六
三
九
億
円
で
あ
る
。
そ
の
内
訳
は
、
東
京
特
別
区
一
兆
六
〇
六
四
億
円

（
一
〇
・
四
％
）、
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
等
九
三
三
七
億
円
（
六
・
〇
％
）、
そ
し
て
市
町
村
一
二
兆
九
二
三
八
億
円
（
八
三
・
六
％
）
と
な
っ
て
い
る
（
総

務
省
「
地
方
財
政
状
況
調
査
」）。

（
２
） 　

特
定
目
的
基
金
現
在
高
変
化
幅
を
除
外
し
た
四
指
標
の
場
合
に
は
、
相
関
係
数
と
偏
相
関
係
数
の
値
は
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
。
し
か
し
、
特
定
目
的
基
金
現

在
高
変
化
幅
を
加
え
て
五
指
標
で
み
る
と
、
有
意
水
準
で
は
な
い
も
の
の
相
関
係
数
と
偏
相
関
係
数
の
符
号
が
逆
転
す
る
箇
所
が
ご
く
一
部
に
み
ら
れ
る
こ

と
か
ら
、
指
標
間
で
の
相
互
影
響
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
３
） 　

通
常
、
こ
の
種
の
財
政
分
析
で
は
標
準
財
政
規
模
を
分
母
に
す
る
。
し
か
し
、
本
稿
で
は
基
礎
的
財
政
収
支
の
構
成
要
素
に
着
目
し
て
い
る
た
め
、
歳
入
・

歳
出
を
分
母
に
し
て
い
る
。
二
〇
一
五
年
度
の
場
合
、
一
七
一
八
市
町
村
平
均
で
歳
入
は
標
準
財
政
規
模
の
一
・
九
倍
に
あ
た
る
。

（
４
） 　

主
要
な
経
済
対
策
と
し
て
、
円
高
へ
の
総
合
的
対
応
策
（
二
〇
一
一
年
九
月
）、
日
本
再
生
加
速
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
二
〇
一
二
年
一
一
月
）、
日
本
経
済
再
生

に
向
け
た
緊
急
経
済
対
策
（
二
〇
一
三
年
一
月
）、
地
方
へ
の
好
循
環
拡
大
に
向
け
た
緊
急
経
済
対
策
（
二
〇
一
四
年
一
二
月
）
な
ど
が
あ
る
。

【
文
献
】

石 

川
達
哉
（
二
〇
一
七
ａ
）、「
増
大
す
る
地
方
公
共
団
体
の
基
金
残
高
（
そ
の
１
）
| 

基
金
が
増
え
る
こ
と
は
問
題
な
の
か
|
」、
ニ
ッ

セ
イ
基
礎
研
究
所
「
研
究
員
の
眼
」、
二
〇
一
七
年
五
月
三
一
日
号
、
一
〜
四
頁

石 

川
達
哉
（
二
〇
一
七
ｂ
）、「
増
大
す
る
地
方
公
共
団
体
の
基
金
残
高
（
そ
の
２
）
| 

実
は
拡
大
し
て
い
る
積
立
不
足
|
」、
ニ
ッ
セ
イ

基
礎
研
究
所
「
研
究
員
の
眼
」、
二
〇
一
七
年
七
月
三
日
号
、
一
〜
三
頁
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鈴 
木
文
彦
（
二
〇
一
七
）、「
市
区
町
村
の
基
金
残
高
が
増
え
た
の
は
財
政
に
余
裕
が
あ
る
か
ら
か
」、
大
和
総
研
『
金
融
資
本
市
場
』、

二
〇
一
七
年
八
月
二
二
日
、
一
〜
一
五
頁

宮 

下
量
久
、鷲
見
英
司
（
二
〇
一
七
ａ
）、「
合
併
自
治
体
の
財
政
調
整
基
金
に
関
す
る
実
証
分
析
」、日
本
地
方
財
政
学
会
編
『「
地
方
創
生
」

と
地
方
に
お
け
る
自
治
体
の
役
割
』、
勁
草
書
房
、
一
二
五
〜
一
四
九
頁

宮 

下
量
久
、
鷲
見
英
司
（
二
〇
一
七
ｂ
）、「
財
政
調
整
基
金
の
決
定
要
因
に
関
す
る
実
証
分
析
」、
第
四
〇
回
日
本
計
画
行
政
学
会
全
国

大
会
資
料
、
二
〇
一
七
年
九
月
九
日
、
青
山
学
院
大
学


